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第 38 回明治大学中央図書館企画展示

「中田正子展」－明治大学が生んだ日本初の女性弁護士－

主　催：明治大学中央図書館

　　　　明治大学史資料センター

　　　　鳥取市歴史博物館

後　援：明治大学法学部

　　　　明治大学情報コミュニケーション学部

　　　　　　　　　　　　　ジェンダーセンター

　　　　明治大学法科大学院

　　　　日本女性法律家協会

　　　　鳥取県弁護士会

期　間：2010 年 10 月 16 日（土）

　　　　　～ 2011 年 1 月 28 日（金）

会　場：明治大学中央図書館ギャラリー（駿河台キャンパス・リバティタワー 1 階）

【展示内容】

　1940（昭和 15）年、日本初の女性弁護士が誕生しました。明治大学出身の中田正子さん、
久米愛さん、三淵嘉子さんの 3 名です。今回はそのうちのひとり、中田正子さんについて
紹介します。貴重な写真と解説パネル、図書、各種資料によって、その生涯と業績をたど
ると共に、女性法曹誕生の背景となった「明治大学専門部女子部」創設に関する資料を展
示します。

 資料提供

 展　示

「女子部写真貼付帳」等の展示資料を提供
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研究プロジェクト

A「女性専門職の過去・現在・未来」

B「多様な人材の力を生かす企業におけるリーダーシップ」

C「イギリス男女同一賃金法に見る女性労働」

D「戦後ドイツにおける公共性とジェンダー」



ジェンダーセンター年次報告書 2010

42

 

 研　究
 プロジェクトＡ

「女性専門職の過去・現在・未来」

堀口悦子　その他
　

　戦前において女性の専門職の先頭に立った医師と弁護士は、対照的な形で誕生した。男性の

強い抵抗の中で生まれた医師と、男性の主導の下で生まれた弁護士とである。この 2 つに典型

的に見られるように、女性専門職の誕生には当時の時代背景、教育制度のあり方などが大きく

かかわっている。本研究ではこの 2 つの職業の誕生・発展をたどることで、女性の専門職誕生

の背景およびその意義を探る。このことは現在足踏みをしている女性の専門職進出、ならびに

将来への展望を見極める意味でも重要である。

　なお、この研究の一環として、様々な資料をアーカイブスとして記録・保存していくことを

考えている。なかでも明治大学が女性法曹人の人材育成に果たした役割については、現在 DVD

の作成という形で進行中であり、来年度の完成をめざしている。

 

 

 

研　究

プロジェクト B

「多様な人材の力を生かす企業におけるリーダーシップ」

牛尾奈緒美
　

　研究課題は大きく分けて５つに分けられる。

1. 企業における女性社員の登用や多様な人材管理に関する事例研究・文献研究

2. 日本企業の人材管理の在り方とジェンダーとの関連性について文献研究

3. 女性社員のキャリア形成についての定性的研究

4. 大学生の就職行動と若年従業員の就業意識についての実証研究

5. ダイバーシティー・マネジメントに取り組む企業における人材管理のあり方、リーダー

シップと人材育成についての研究

　まず、1 つ目は、近年の労働力人口の減少に伴い、これまで企業組織において中核的位

置付けがなされることのなかった人材（女性や高齢者、若年者、外国人）の登用問題が新

たな経営課題として浮上してきた。具体的には、女性社員の積極的活用を推進するための
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 研　究
 プロジェクト C

「イギリス男女同一賃金法に見る女性労働」

吉田恵子　
　

　イギリスでは 1970 年代に男女同一賃金法や性差別禁止法が成立した。しかしそれから 40

年がたっても、賃金格差は 80 程度と、縮まってはいない。その理由をジェンダーの視点では

なく、女性の選択の結果とする研究があるが、それへの反論も含めて、この法律が校歌を挙げ

得なかった理由を、制定をめぐる社会状況の中に探った。とくに、この時期に重要性を増して

きたパートタイム労働との関連性に注目をして考察をおこなった。

　この成果は「同一賃金法とパートタイム労働から見た戦後イギリスの女性労働」『情報コミュ

ニケーション学研究』第 10・11 合併号　2011 年に掲載予定である。

 

ポジティブ・アクションや、人材の多様性管理（ダイバーシティー・マネジメント）の

導入といった新たな取り組みがいくつかの先進企業の間で取り入れ始められている。こ

ういった流れを事例として研究する一方、その意義について理論研究を行っている。２

つ目は、伝統的な日本的雇用慣行の在り方とジェンダー意識との関連性について、社会

学的視点から文献研究を行っている。3 つ目は、企業の管理職層に昇進した女性従業員

に対して、インタビュー調査を実施し、女性自身のキャリア形成上の課題や、企業とし

て女性をいかに有効に活用していくかについての研究を行っている。4 つ目は、大学生

の就職活動や、若年層の就業意識について大規模な質問紙調査を 10 年近く継続的に実

施しており、企業の人材採用の有効性と若年社員の組織社会化の促進に寄与するための

方向性を模索している。
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 研　究
 プロジェクト D

「戦後ドイツにおける公共性とジェンダー」

水戸部由枝・ 出口剛司

　J. ハーバーマスの「公共性」概念は、1968 年の運動と密接に関わって発展し、今

日、市民社会論や社会運動論の文脈で極めて重要な意義をもっている。しかし、同時

代のフェミニズム運動は、ジェンダー史研究の観点から見ると、1968 年の運動やその

公共性イメージに対するアンチテーゼという側面を有していた。本プロジェクトは、

こうした公共性概念をドイツ・ジェンダー史研究の視点から捉えなおすことによっ

て、可能性と限界を明らかにすることをめざす。

成果：

　本テーマの一部については、ドイツ現代史学会にて報告（水戸部）

現状報告：

　1970 年代初頭から半ばにかけて急激に拡大した「新しい女性運動（第二波女性運

動）」。同運動内における親密圏・公共性に関する議論を整理し、それとハーバーマ

スの「公共性」概念との比較を試みた。その際、特に注目したのが、アメリカのラ

ディカル・フェミニストによって叫ばれ、世界的な影響力をもったスローガン「個人

的なものは政治的なもの（The Personal is Political）」である。この言葉は、近

代の社会科学全体が前提としてきた公私の区分論を批判するもので、当時のフェミニ

ズムは、私的領域である家族にも権力関係が存在し、それこそが公的領域（政治およ

び市場・市民社会）での不平等と深くかかわっていることを告発したのである。

　今後の研究では、こうした公私をめぐる議論について考察を深めると共に、同議論と

1968 年運動との関連性についても明らかにしていきたい。
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論文・著書・学会発表等
2010 年度
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2010 年度

●吉田恵子
・論文：「同一賃金法とパートタイム労働から見た戦後イギリス女性労働」『情報コミュニケー

ション学研究』第 10.11 合併号（2011.3）

●牛尾奈緒美
・論文：永野仁・木谷光宏・牛尾奈緒美「若手・中堅人材の転職行動に関する調査」『政経論叢』

第 79 巻、第一・二号、p.301-328（2010）

・論文：「企業の新卒採用と大学生の就職意識―就職活動中の大学生 71250 人を対象とした

調査から―」『明治大学経営学研究所　経営論集』第 57 巻第 1・2 号（2010.3）

・論文：「女性の転職：成功者に見る就業意識と行動特性」『情報コミュニケーション学紀要』

第 10.11 合併号（2011.3）

・論文：特集 日本社会におけるダイバーシティー「ダイバーシティーが重要となる時代の女

性のキャリア」『三田評論』（2011.3）

・書評：「三善勝代著『転勤と既婚女性のキャリア形成』」『日本労働研究雑誌』NO.598、

pp.85-89（2010）

・講演：「女性・高齢者・若者にさらなる活躍の場を：これからの企業の人事戦略に求められ

ること」明治大学公開講演会、明治大学・明治大学校友会兵庫県支部主催、於、シーサイド

ホテル舞子ビラ神戸（2010）

・講演：「ふじのくに・私の想い懸賞作文コンクール」審査委員長、ならびにシンポジウムパ

ネリスト　於、静岡県静岡市「あざれあ」6 階大ホール（NPO 法人静岡県男女共同参画センター

交流会議主催）（2010）

・講演：「女性の能力発揮と戦力化」静岡県県庁男女共同参画課主催　男女共同参画社会づく

り宣言事業所・団体情報交換会における講演、於、静岡県あざれあホール 5 階（2010）

●江島晶子
・書評：「国際女性の地位協会編『コンメンタール女性差別撤廃条約（尚学社）』国際女性 24

号 171 頁」（2010）

●水戸部由枝

・学会報告：ドイツ現代史学会第 33 回大会（於、関西大学高槻キャンパス内「高岳館」）タ

イトル「ドイツの『68 年運動』と『性の解放』――西ドイツの学生運動にみる『性革命』と

いう神話」（2010）

論文・著書・
学会発表
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●委員長

　吉田    恵子（情報コミュニケーション学部）

●副委員長

　牛尾奈緒美（情報コミュニケーション学部）

●委員

　武田    政明（情報コミュニケーション学部）

　堀口    悦子（情報コミュニケーション学部）

　山口    生史（情報コミュニケーション学部）

　江下    雅之（情報コミュニケーション学部）

　波照間永子（情報コミュニケーション学部）

　出口    剛司（情報コミュニケーション学部）

　鈴木    健人（情報コミュニケーション学部）

　竹中    克久（情報コミュニケーション学部）

　江島    晶子（法科大学院）

　水戸部由枝（政治経済学部）

2010 年度　
ジェンダーセンター運営委員
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編 集 後 記

ジェンダーセンター運営委員

竹中克久

　明治大学情報コミュニケーション学部ジェンダーセンターの初めての『年次報

告書』をお届けします。本センターは 2010 年 4 月に発足いたしましたが、その

前年より「ジェンダーセンター設置委員会」として、活動を行ってきました。今回、

年次報告書を作成するにあたり、2009 年度と 2010 年度の活動をあわせて報告

させていただきます。

　この 2 年間、アクセル・ホネット氏を招いた開設記念シンポジウムや、日本ド

イツ研究所（DIJ）との協働シンポジウムなど、国際的なシンポジウムを開催して

きました。また、定例研究会には、周 典芳氏（台湾）、デヴィッド・ザレフスキー

氏（アメリカ）、イルゼ・レンツ氏（ドイツ）など海外の研究者や、アフガニスタ

ンで取材をすすめてこられた常岡浩介氏を講師に迎えるなど、国際的なジェンダー

研究における先端的な知見や、社会問題とジェンダーについての最新の知見を発

信してきました。

　また、本センターは研究活動のみに重点をおくばかりではなく、千代田区男女

共同参画センターＭＩＷ（ミュウ）などと連携し、社会連携・地域貢献活動を行っ

てきたほか、教育活動として学外の先生方を講師に迎え、特別講義を行ってきま

した。

　今日、性同一性障害や代理母問題など新たなジェンダー問題が浮かび上がる一

方で、イスラム圏の一部をはじめとして、ジェンダーという概念自体が未だ正し

く認識されていないという現実があります。今後とも、本センターはジェンダー

概念を切り口に、時代と社会に合わせた知見を提供してまいります。

　最後になりましたが、お忙しい中、シンポジウム・研究会で講師を引き受けて

くださった先生方ならびに関係者の皆様に感謝いたします。


